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基本的考え方

１．我が国金融システムの再生を図るため、不良債権問題を解決する

　とともに、強固な金融システムを構築する上で、必要な税制上の措

　置について手当てする。

２．我が国証券市場の構造改革を促進するため、「貯蓄から投資へ」

　の流れを推進するとともに、効率的で競争力のある金融・証券市場

　を構築する上で、必要な税制上の措置について手当てする。



１．金融と企業の再生を推進する税制
（１）金融再生を推進するための税制措置

○　金融機関の不良債権問題の早期解決を図る。
○　金融機関の自己資本に係る懸念を払拭し、我が国金融システムの安定性に対す
　る信頼を回復するため、必要な税制上の措置を講ずる。

①　金融機関について、
　ⅰ）貸倒れに係る無税償却・引当の範囲拡大（全額損金算入）
　ⅱ）欠損金の繰戻還付の凍結解除・期間延長（1→16年）
　ⅲ）欠損金の繰越控除の期間延長（5→10年）
を一体的に実施すること

資産
負債

資本
繰延税金
資産

資本増加

繰延税金資産

　税務と会計の損失認識の時期
に差異があること等から生ずる、
将来における税金の減額見込み
を、資産として計上するもの。
　将来課税所得が発生すること
を前提にしているため、回収可
能性において他の資産に比べて
脆弱との指摘。

・　金融システムの安定性に対する信頼を回復するため
　には、金融機関の自己資本の質を向上させる必要。

・　繰延税金資産に係る懸念を払拭するためには、

　イ）今後における繰延税金資産の発生抑制

　ロ）現在ある繰延税金資産の回収可能性の確保

　が不可欠。

・　繰延税金資産の発生抑制

　　　⇒　無税償却の拡大

・　繰延税金資産の回収可能性確保

　　　⇒　繰戻還付の凍結解除・期間延長

　　　　　繰越控除の期間延長



不良債権の償却・引当と繰延税金資産

不良債権の

償却・引当

損金算入

（無税償却）

損金不算入

（有税償却）

不良債権の償却･引当額
×40％の納税減

黒字の場合

赤字の場合
繰越欠損金額×40％（将来

の納税減相当額）の繰延税金
資産を計上

有税償却･引当額×40％
（将来の納税減相当額）の繰延

税金資産を計上



欠損金の繰戻還付によるバランスシートの改善

現金等

負債

預金
社債等

資本金
資本剰余金

利益剰余金

有価証券

貸出金

繰延税金資産

負債

預金
社債等

資本

資本金
資本剰余金

利益剰余金

有価証券

貸出金

繰延税金資産

還付金

現金等

資本



欠損金の繰戻・繰越期間に関する諸外国の例（未定稿）

5年無期限無期限20年5年繰越期間

フランスドイツイギリスアメリカ日本

アメリカにおける欠損金の繰戻期間について

原則２年だが、1976～86、87～93年においては、金融機関について　10年
間の繰戻期間が認められていた。また、同時多発テロを受けた時限措置
として、2001年～02年に発生した損失に限り、5年間の繰戻期間が認めら
れた。

欠損金の繰越期間の国際比較



②　預金保険法102条に基づく資本注入にかかる、資本増加の際の登録免許税の非課税措置創設

○　金融危機管理に万全を期すため、必要な税制上の措置を講ずる。

③　早期健全化法に基づく劣後債等の引受等を行った銀行持株会社について、劣後債等の利子
　に係る受取配当の益金不算入取扱いの延長

資産

負債

資本

資本注入

・資本の増加については、
増加額の7/1000の登録免許
税を納付する必要。
（産業活力再生特別措置法
の事業再構築計画の認定を
受けた場合においては、
1.5/1000に軽減）

預金保険法102条1項一号の認定に基づき、
金融機関が「経営健全化のための計画」を
提出し、株式等の引受等がなされた場合に
おいて、資本の増加に係る登録免許税を非
課税とする特例を創設する。

益金不算入
（非課税）

早期健全化法に基づく劣後債等の利子相当分については、特例として益金不算
入（非課税）　→延長

→　配当二重課税防止の観点から、子会社等からの受取配当については、負
　債利子相当分を除き、法人税の課税対象としない（受取配当の益金不算入）

益金算入
（課税）

→　受取配当のうち、負債利子相当分については、益金に算入

子銀行
株式の
配当金

劣後債

等利子

負債利子



（２）企業再生の円滑化を図るための税制措置

①　整理回収機構(RCC)等が策定する計画に基づく企業再生について

　ⅰ）債権者である金融機関等が行う債権放棄の損金算入

　ⅱ）債務者企業の資産の評価損の計上

　ⅲ）債務免除益と期限切れ繰越欠損金の相殺を行う際における、期限切れ繰越欠損金の
優先利用

　を可能とすること

　（注）ⅰ）ⅱ）については、解釈の明確化を要望。ⅲ）については、税制改正を要望。

○　金融システムの再生とあわせ、企業再生を円滑に推進する上で、必要な税制上の
　措置を講ずる。

資産
評価損 債務

免除益

負債

資本

債務者企業

相殺

債権放棄

資産

負債

資本

金融機関

期限切れ
繰越欠損金

資産

損金算入

・主要債権者の一人と
して再生計画を策定
・依頼に応じて債権者
間の調整を行い再生計
画を策定

整理回収機構

・　会社更生法による処理の場合に
　は、期限切れ繰越欠損金の優先利
　用が認められている。

・　企業の早期再生を後押しする観
　点からは、会社更生のみならず、
　民事再生や私的整理の場合におい
　ても、期限切れ繰越欠損金の優先
　利用を認めることが必要。



③　産業再生機構等に対する法人事業税の資本割、付加価値割の不適用

②　再生企業の経営者が、合理的な企業再生計画に基づき私財を提供した場合における　
　当該私財提供に係る譲渡所得の非課税措置の創設

再生企業 経営者私財提供

・経営者による私財提供は、債権者間の合意を　
得るための有力な手段であるが、含み益に対し　
て課税される。

・企業再生を円滑に推進する観点から、合理的な
再建計画等が策定された場合に限り、当該計画に
係る私財提供について、譲渡益を非課税とする。

提供資産に含み益が生じている場合、
当該含み益について譲渡益課税

所

得

割

7.2％

付

加
価

値

割
0.48%

資

本

割
0.2%

・　平成15年度税制改正で、法人事業税について資本割、付加価値割（外形標準
　課税）が導入された。（平成16年４月１日～適用）

・　資本割、付加価値割については、一定の政策目的の下、法律によって設立さ
　れた法人（産業再生機構、整理回収機構、日本承継銀行、銀行等保有株式取得
　機構）についても税負担が発生することとなるため、資本割、付加価値割を不
　適用とする。

（注１）産業再生機構においては、毎年約1億円、整理回収機構においては毎年約3億円の資本
　　　割負担となる見込み。

（注２）国民生活金融公庫、国際協力銀行等については、法人事業税は課税されない。また、
　　　預金保険機構等については、その収益事業について所得割のみが課される。

法人事業税



２．証券市場の構造改革を推進する税制
（１）「貯蓄から投資へ」の転換を促進するための税制措置

○　我が国個人金融資産の運用が、預貯金等に偏っている現状に鑑み、「貯蓄から投
　資へ」の流れを政策的に促進し、リスクマネーの供給を促す観点から、必要な税制　
　上の措置を講ずる。

①　個人による株式投資を促進するための、一定の投資額を上限とした優遇税制の導入

②　株式、株式投資信託を贈与・相続した場合における課税の軽減

③　確定拠出年金の拠出限度額引上げ

・個人による株式保有を促進するため、少額の株式

投資を対象とした、新たな優遇税制を検討（日本版

PEP)

（注）PEP(Personal Equity Plan　個人持株計画)：1987年に

　　イギリスで導入された制度で、一定額までの株式等の売
　　却益・配当を非課税とするもの。

（現行の株式投資優遇税制）

　上場株式等譲渡益　20→10％

　上場株式等配当　　20→10％

　公募株式投資信託　20→10％

（平成15年1月1日～19年12月31日）

（平成15年4月1日～20年3月31日）

（平成16年1月1日～20年3月31日）

15年度税制改正において、生前贈与

を容易にする制度として、

「相続時精算課税制度」が導入。

・「貯蓄から投資へ」の流れに則し、個人投資家のす
そ野を拡大しつつ、世代間の資産移転を促進する観点

から、株式・株式投資信託について、相続税・贈与税

の負担を軽減

企業型

個人型

企業年金実施

企業年金非実施

自営業者等

企業支援のない従業員

¥18,000/月

¥36,000/月

¥68,000/月

¥15,000/月

・公的年金制度の見直しがテーマとなっている中、国

民自身の選択による投資としての確定拠出年金の拡大
が急務



出資金
2%株式

4%
投信
2%

その他
8%

保険・年金
28%

預金・現金
56%

出資金
17%

その他
14%

 預金・現金
13%

株式
14% 投信

12%

保険・年金
30%

日本
（２００２年１２月末）

日本
（２００２年１２月末）

米国
（２００２年１２月末）

米国
（２００２年１２月末）

ドイツ
（２００１年１２月末）

ドイツ
（２００１年１２月末）

預金・現金
34%

保険・年金
29%

投信
12%

株式
9%

その他
12%出資金

4%

個人金融資産の保有構成に見る
日・米・独の比較

個人金融資産の保有構成に見る
日・米・独の比較



（２）金融商品課税の一体化を推進するための税制措置

①上場株式等に係る税制整備

○　金融商品課税の一体化を推進する観点から、今般導入された特定口座制度を基
　にしつつ、必要な税制上の措置を講ずる。

ⅰ）上場株式等の譲渡損失と配当との損益通算を可能とすること

ⅱ）上場株式等の譲渡損失の繰越控除期間の延長（３→５年）

ⅲ）上場会社の破綻等により、上場廃止となった株式について、みなし譲渡損を認めること

わが国金融･証券市場を活力があり、透明性、公平性、効率性の高い市場とするため、将
来の利子･配当･株式譲渡益に対する課税の一体化を視野に入れ、金融商品間の中立性の確
保と課税の簡素化を一層進めていく。(平成15年度税制改正大綱）

上場

株式

経営

危機

廉価売却

（例えば1円） 損失計上可

倒産により

無価値化

上場廃止前

上場廃止後
損失計上不可

倒産等により無価値
化した株式について、
みなし譲渡損の計上
を認める。

②特定口座制度の更なる整備

ⅰ）特定口座の取扱い対象の拡大

ⅱ）信託特定口座（仮称）の創設

・個人投資家の利便を向上させるため、上場株式等に加え、公募株式投資信託、株式先物・オプ
ション取引等を特定口座において取り扱う。

・個人が信託財産の運用指図として、上場株式等を購入した場合において、受託者である信託業
者が譲渡益の源泉徴収を行うことにより、申告を不要とする制度を導入する。



③公募株式投資信託に係る税制整備

ⅰ）償還・解約損と分配金・解約益との損益通算を可能とすること

ⅱ）償還・解約損について、上場株式等の譲渡損失と同様に、繰越控除を可能とすること

ⅲ）譲渡益に係る税率を上場株式等と同様とすること

分配金
解約・
償還益

解約・
償還損

公募株式投資信託

譲渡益

譲渡損

上場株式等

分配金
解約・
償還益

解約・
償還損

公募株式投資信託

×× ×○

平成15年度税制改正

・株式譲渡益と株式投資信託の解約・償還損の通算が可能に

・株式投資信託同士の損益通算、株式投資信託の益と株式譲渡損
との損益通算は不可

分配金
解約・
償還益

解約・
償還損

公募株式投資信託

譲渡益

譲渡損

上場株式等

分配金
解約・
償還益

解約・
償還損

公募株式投資信託

○

要望事項

・株式投資信託同士、及び株式投資信託の益と
株式の譲渡損との損益通算を可能にする

○○ ○

上場株式等
（譲渡損失）

３年間の繰越しが
可能

公募株式投資信託
（解約・償還損失）

損失繰越し不可

上場株式等
（譲渡益）

税率10％(原則20％)
公募株式投資信託

（譲渡益）
税率26％(非上場株式並み）
（注）分配金、解約・償還益について
　　は、平成16年1月1日から税率10％
　　（原則20％）④先物・オプションに係る税制整備

ⅰ）株式先物・オプション取引の上場株式並み課税化

ⅱ）金融先物・オプション取引の申告分離課税化及び上場株式並み課税化



（３）金融資本市場における円滑な取引を確保するための税制措置

○　金融資本市場の多様化、グローバル化を踏まえ、多様な投資家が、我が国市場　
　において円滑かつ活発な取引を展開することを確保するため、必要な税制上の措置
　を講ずる。

②　非居住者・外国法人の受け取る振替社債等の利子の非課税措置の創設

③　ＣＰ（コマーシャル・ペーパー）に関する税制の整備

　外国法人の発行する短期外債（いわゆるサムライ電子CP）の償還差益に係る、源　　
泉徴収の免除措置の創設

④　外国金融機関等との間で行う債券現先取引（レポ取引）に係る利子の非課税措置の
　恒久化

①　非居住者・外国法人の受け取る民間国外債の利子、発行差金の非課税措置の延長

【公社債利子に対する課税】

内国法人

非居住者
外国法人

振替国債 振替社債

源泉徴収免除
（資本金1億円以上の法人）

源泉徴収免除
（資本金1億円以上の法人）

非課税 非課税措置創設

【 CP（コマーシャルペーパー）の償還差益に対する課税】

　　　内国法人の発行するもの　　
　（短期社債）

　　外国法人の発行するもの　
　（ｻﾑﾗｲ電子CP）

約束手形ＣＰ

源泉徴収免除 源泉徴収免除措置創設 　　　約束手形なので、　
　源泉徴収なし

電子ＣＰ（社債）



３．保険等その他に係る要望事項
・　生命保険料、個人年金保険料控除の拡充
・　死亡保険金の相続税非課税限度額の引上げ
・　保険会社に係る法人事業税の現行課税方式の維持

・　損害保険会社の積立勘定に係る特定利子取扱いの見直し
・　火災保険等に係る異常危険準備金の積立率の引上げ（延長）
・　船主相互保険組合の行う船舶保険に係る異常危険準備金の積立率の引上げ
・　社会保障制度補完商品に係る保険料控除制度の創設
・　地震保険料控除制度の創設
・　自賠責保険の運用益等に係る責任準備金の非課税措置の創設

・　会社分割に係る(根)抵当権の移転の際における登録免許税の軽減
・　連結グループへの新規加入時における時価評価要件の緩和
・　約束手形方式で発行されるＣＰに係る、印紙税の軽減措置の延長
・　貸出債権市場発展のための(根)抵当権の移転に係る登録免許税の軽減
・　企業金融円滑化のための手形印紙税の軽減
・　タックスヘイブン税制に係る課税対象未処分所得からの「配当可能利益を構成しない利益」の除外
・　国外支配株主との債券現先取引(レポ取引)に係る過少資本税制の適用除外

・　源泉徴収選択口座において、上場株式等の譲渡益に係る緊急優遇措置の適用を可能とすること
・　グリーンシート銘柄株式に係る優遇税制の創設
・　SPC等に資産を移転する際に係る登録免許税の軽減措置の延長
・　投資法人等のSPC優先出資証券保有規制の撤廃

・　企業年金制度等の積立金に係る特別法人税の撤廃
・　連結付加税の確実な撤廃
・　受取配当の益金不算入割合の引上げ
・　減損会計の導入に伴い計上される減損損失の損金算入
・　その他


